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資料１ 

 

総量削減計画（第８次案）及び総量規制基準（改定案）の検討の流れについて 

～第１回部会資料４の内容をベースにした整理、見直しの検討スキーム～ 

 

１ 検討区分 

（１）国の方針に基づく三重県の総量削減計画（第８次案） 

（２）総量規制基準（改定案） 

 

２ 国の総量削減基本方針 

 

「化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量に係る総量削減基本方針（伊勢湾）」 

   １．削減の目標 

   ２．目標年度 

   ３．汚濁負荷量の削減の方途 

   ４．その他汚濁負荷量の総量の削減及び水環境の改善に関し必要な事項 

                   ※H28.9.30付け環境大臣から各関係都府県あてに通知 

 

＜参考＞基本方針策定の経緯等 

H27.12～  第８次水質総量削減の在り方について（中央環境審議会 答申） 

       関係都府県における平成 26年度負荷量の確定 

H28.3～ 環境省から県に対し、平成 31年度削減目標量の算定等に関する調査依頼 

・第７次までの算定方法等と同様に、各項目に関して、主な点源（大規模事

業場、下水処理場等）に対する個別調査（将来水質、将来排水量等）や原

単位等を用いた面源の試算等により積み上げ。 

・大規模事業場以外の点源（指定地域内事業場）の将来水質等の積み上

げにあたっては、製品出荷額等の推移（物価指数による補正も考慮）により

予測するとともに、小規模や未規制事業場については過去からのトレンド等

を参考に予測。 

H28.5～H28.9 環境省と関係都府県との間で、試算等に関する詳細調整及び正式な

文書協議に先立って、素案による事前協議（調整）を実施しながら、 

         平成 28 年 9月上旬に正式協議（意見聴取） 
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（２）総量規制基準（改定案） 

 

○H28.9環境省告示の内容確認 

・時期区分（CODは「３段階 Co,Ci,Cj」、窒素、りんは「２段階 Co,Ci」）→ 変更なし 

・業種等の区分→ 変更なし（大きくは２１５の区分で、項目によっては細分化） 

           ※県独自で排水量の規模等に応じて、さらに細分化している区分有り 

 

                                     ※第 1回部会資料から抜粋 

 

検討の視点（ポイント） 

 

（２）総量規制基準の改定方法の検討 

   ・「水質に係る化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量の総量規制基準の

設定方法について（中央環境審議会答申）」の内容を踏まえ、基本的には、C 値の

見直しが行われた業種その他の区分について、具体的な基準（数値設定）の改定

可能性を検討します。 

    

関係都府県は、「化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量についての総量規制

基準に係る業種その他の区分及びその区分ごとの範囲（H28 環境省告示）」に定められた

範囲内において業種その他の区分ごとに総量規制基準を定める必要があります。 

 

   ・必要に応じて、該当業種等に係る工場、事業場へのアンケート調査やヒアリング等

の実施しながら、水質の状況把握及び基準の妥当性等を検討します。 

 

 

 

○業種等の区分ごとに、C値の見直し案の整理（改定可能性の検討、数値設定等） 

 

① 国が範囲を見直していない区分 → 設定変更なし 

② 国が範囲を見直した区分（上限値の引き下げ）→ 見直し検討一覧を整理 

                                       >>> 資料３を参照 
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その上で、次の分類で仕分けを実施 

②－１ 今回、「（新）上限値」を超過した区分→ 最重点 A 見直し（変更）必須 

②－２ 今回、「（新）上限値」に達した区分→ 重点 B見直し（変更）検討要 

②－３ 今回の見直しでも「（新）上限値」に達していない区分→ 基本、変更なし 

②－４ 既に「下限値」が設定されている区分 →変更なし 

 

③ 仕分け後の、②－１及び②－２について、業種等の区分ごとに詳細整理 

>>> 資料４を参照 

    ・これまでに指定地域内事業場において行われた汚濁負荷削減の取組と難易度、

費用対効果、除去率の季節変動等にも配慮が必要 

・なお、見直しの対象であって、現在対象事業場の存在しない区分については、

基本「下限値」を採用（新設の事業場については、現状において、適用可能な最

善の技術レベルの導入が可能であるため） 

 

④ 最重点 A 見直し（変更）必須、又は、重点 B 見直し（変更）検討要については、

見直しの妥当性を個別に判断する必要があるため、検討対象となる業種等の区

分における使用原材料、処理工程、排水処理方式、負荷量排出実績や同一業種

の水質実態、その他関連事項（既存事業所数、排水量等）にも留意のうえ、精査 

・使用原材料の性状等を考慮 

除去効率の低い原材料（特に、窒素やりんを多く含む原材料）を多く使用している場合、 

更なる対策は困難 

・中小企業事業者への配慮 

一部の業種等の区分については、中小企業事業者への配慮のため、排水量の規模等に 

応じて、段階的な基準を設定 

・その他 

最近の負荷量排出実績（発生負荷量調査での報告データ等）についても、必要に応じて、 

検討材料として活用 

>>> 資料５を参照 

 

⑤ 必要に応じて、見直し対象業種等に係る工場、事業場については、アンケート

調査やヒアリング等による実態把握も行い、C値見直し案を整理 

>>> 資料６を参照 

 




